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   阪南市建設工事請負業者選定要綱 

 

平成１５年４月１０日阪南市告示第１９号 
                      改正 平成１６年 ３月１０日阪南市告示第１３号 

                      改正 平成１８年 ３月 ７日阪南市公告第 ５号 

                      改正 平成１８年１１月２９日阪南市公告第２３号 

                      改正 平成１９年 ５月２８日阪南市公告第１１号 

改正 平成２１年 ５月２５日阪南市公告第 ９号 

改正 平成２３年 ５月３１日阪南市公告第６の２号 

改正 平成２４年 ５月３１日阪南市公告第４の１号 

改正 平成２５年 ３月３１日阪南市公告第 １号 

改正 平成２７年 ３月３１日 

改正 平成２９年 ６月 １日阪南市公告第 ９号 

改正 平成３１年 ３月３０日阪南市公告第 ９号 

改正 令和 ５年１１月２４日阪南市公告第 ３号 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、阪南市入札参加資格審査申請要綱（平成１８年阪

南市公告第２２号。以下「申請要綱」という。）第７条第１項に規定

する有資格者（以下「有資格者」という。）の等級への格付（以下単

に「格付」という。）及び選定について必要な事項を定めるものとす

る。 

（格付の対象工事） 

第２条 格付は、土木工事、舗装工事、建築工事及び電気工事（以下「対

象工事」という。）の工事種別について有資格者に対し、当該工事種

別ごとに行うものとする。 

２ 前項に規定する対象工事以外の建設工事（以下「専門工事」という。）

は、必要に応じて格付することができる。 

（格付の対象業者） 

第３条 格付の対象業者は、申請要綱第３条第２項第１号に規定する市

内工事の有資格者（以下「市内有資格者」という。）のうち、次の各

号のいずれかに該当するものとする。 

(1) 格付する日（以下「格付日」という。）において、２年以上継

続して市内有資格者である者 

(2)  格付日の前年度において市内有資格者でない者であって、格付

日の前々年度（以下単に「前々年度」という。）において２年以上
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継続して市内有資格者であるもの。 ただし、前々年度の末日から、

法人にあっては商業登記法（昭和３８年法律第１２５号）に定める

商号の登記が継続されているもの及び法人以外のものにあっては

その代表者に変更がないものに限る。 

(3) 格付日において過去に格付された者であって、その格付の後、

市内有資格者でない期間がその期間ごとに１年を超えたことがな

いもの 

（格付の方法） 

第４条 格付は、工事種別ごとに建設業者の客観的要素による点数（以

下「客観点」という。）及び主観的要素による点数（以下「主観点」

という。）を合算して得た点数（以下「総合評点」という。）に基づ

き、別表の等級により行うものとする。ただし、舗装工事及び電気工

事の格付は、客観点のみで総合評点を決定する。 

２ 客観点は、建設業法（昭和２４年法律第１００号。以下「法」とい

う。）第２７条の２９第１項に規定する総合評定値とする。 

３ 主観点は、次に定めるところにより大規模災害発生時における応急

復旧作業等に関する協定書（以下「防災協定」という。）の締結の有

無及び地元要素により得た点数とする。 

 (1) 防災協定の締結の有無による点数は、２０点とし、阪南市（以下

「市」という。）と防災協定を締結している場合又は市内有資格者

が市と防災協定を締結している団体に加入している場合に限り、加

算する。 

 (2) 地元要素による点数は、１０点とし、代表者が市住民である市内

有資格者に該当する者に限り、加算する。 

４ 電気工事に格付される市内有資格者は、対象工事のうち他の工事種

別に格付されないものとする。 

（格付の有効期間） 

第５条 格付は、毎年行うこととし、その有効期間は、格付を決定した
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日から翌年の格付決定日の前日までとする。 

（格付の特例） 

第６条 新たに市内有資格者となった者及び法第２６条第１項に規定す

る主任技術者が１名である市内有資格者の等級は、最下位の等級とす

る。 

２ 前年度に格付された等級（以下「前年度等級」という。）から昇格

する場合は、１等級を限度とする。ただし、昇格する市内有資格者か

ら格付決定日の１０日前までに申出があった場合、当該市内有資格者

は、前年度等級にとどまることができる。 

３ 前年度等級から降格する場合は、限度なしとする。ただし、社会情

勢等の変動により、市が対象工事の総合評点を改定したときは、降格

する市内有資格者に対して一定の猶予をもって格付することができ

る。 

４ 建築工事又は土木工事の最上位等級に格付される市内有資格者は、

次の全てに該当しなければならない。 

(1) 法第３条第６項に規定する特定建設業の許可を有しているこ

と。 

(2) 社会保険、雇用保険及び建設業退職金共済制度に加入している

こと。 

(3) 申請要綱第２条第２項の規定により提出された技術者名簿に記

載する技術職員数が３人以上であり、かつ、格付される工事種別に

おいて法第７条第２号に規定する営業所ごとの専任の技術者の他

に法第２６条第２項に規定する監理技術者となる者が１名以上で

あること。 

５ 継続して２年以上同一の等級に格付されていない市内有資格者は、

その対象工事においては昇格しないものとする。ただし、前年度から

起算して１０年以内において、昇格する等級に格付された実績がある

場合は、この限りでない。 
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（対象工事の発注基準） 

第７条 対象工事の発注基準は、別表に定めるとおりとする。 

２ 対象工事の発注基準の対象となる金額（以下「発注基準金額」とい

う。）は、当該工事の予定価格（消費税及び地方消費税相当額を含む。

以下同じ。）とする。 

３ 種類の異なる工事を合算して発注する場合は、それぞれの工事の予

定価格を合算した額を発注基準金額とし、その発注基準は、主たる工

事の発注基準によるものとする。 

４ 対象工事において、一般競争入札又は指名競争入札による契約であ

る電気工事を発注する場合は、原則として分離発注とする。 

（指名業者の選定） 

第８条 指名競争入札に付するときは、阪南市財務規則（平成１３年阪

南市規則第８号）第１０９条第１項の規定により、なるべく５人以上

を有資格者の中から選定し、次に掲げる事項に留意して、指名の公平

性に努めなければならない。 

(1) 発注工事の種目及び内容並びに対応等級 

(2) 発注工事の地理的条件 

ア 本店、支店又は営業所等の所在地から見て、当該工事を確実か

つ円滑に実施できること。 

(3) 発注工事の技術的適正 

ア 発注工事において、必要な技術を有すると認められる者 

イ 発注工事と同種同程度の施工実績があること。 

ウ 発注工事を施工管理する有資格技術者が確保できると認められ

る者 

(4) 本市発注工事における手持ち工事の状況 

ア 本市において、同種工事（随意契約、単価契約及び小規模な工

事を除く。）の施工中でない者。ただし、当該指名競争入札に付

そうとする対象工事及び専門工事に必要な等級に格付けされた者
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のうち同種工事の施工中でない者の数が３者に満たない場合等

で、技術者の適正な配置の条件を満たし、当該発注工事につき施

工能力を有すると認めるときは、指名業者として選定することが

できる。 

(5) 入札参加停止等の状況 

ア 阪南市入札参加停止要綱（平成１３年阪南市訓令第１２号。以

下「停止要綱」という。）に基づく入札参加停止期間中でない者 

イ 阪南市公共工事等暴力団排除措置要綱（平成２５年阪南市訓令

第１号。以下「措置要綱」という。）に基づく入札参加除外措置

を受けていない者 

(6) 経営状況 

ア 手形の不渡り、銀行取引停止等の事実がなく、客観的に経営状

況が健全であると判断される者 

(7) 法第２７条の２３に規定する経営に関する客観的事項の審査結

果が有効期間内である者 

 (8) 希望の状況 

  ア 希望による選定を行うため、事前に公表する対象工事及び専門

工事について、所定の手続により指名を希望する者 

２ 市長は、有資格者が次の各号のいずれかに該当し、やむを得ないと

認められるときは、前項の規定にかかわらず指名することができる。 

(1) 特殊な技術、経験又は機械を要する工事であるとき。 

(2) 災害における応急復旧工事であるとき。 

(3) 発注工事の性質又は目的により、特に必要と認めるとき。 

（指名の取消） 

第９条 市長は、有資格者が停止要綱に基づく入札参加停止措置又は措

置要綱に基づく入札参加除外措置を受けたときは、現に指名している

工事の指名を取り消すことができる。 

（補則） 
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第１０条 この要綱に定めのない事項又はこの要綱により難いときは、

市長が定める。 

 

   附 則 

 この要綱は、公布の日から施行する。 

   附 則（平成１６年３月１０日阪南市告示第１３号） 

 この要綱は、公布の日から施行する。 

   附 則（平成１８年３月７日阪南市公告第５号） 

 この要綱は、公布の日から施行する。 

   附 則（平成１８年１１月２９日阪南市公告第２３号） 

 この要綱は、公布の日から施行する。 

   附 則（平成１９年５月２８日阪南市公告第１１号） 

 この要綱は、平成１９年６月１日から施行する。 

   附 則（平成２１年５月２５日阪南市公告第９号） 

 この要綱は、平成２１年６月１日から施行する。 

附 則（平成２３年５月３１日阪南市公告第６の２号） 

 この要綱は、平成２３年６月１日から施行する。 

   附 則（平成２４年５月３１日阪南市公告第４の１号） 

 この要綱は、平成２４年６月１日から施行する。 

附 則（平成２５年３月３１日阪南市公告第１号） 

この要綱は、平成２５年４月１日から施行する。 

附 則（平成２７年３月３１日） 

この要綱は、平成２７年４月１日から施行する。  

附 則（平成２９年６月１日阪南市公告第９号） 

この決裁は、平成２９年６月１日から施行する。 

   附 則（平成３１年３月３０日阪南市公告第９号） 

 この要綱は、平成３１年４月１日から施行する。 

  附 則（令和５年１１月２４日阪南市公告第３号） 
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この要綱は、令和６年６月１日から施行する。 
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別表（第４条、第７条関係）

工事
種別

等級

土木 Ａ1 750 点以上 55,000 千円以上

Ａ2 700 点以上 750 点未満 30,000 千円以上 70,000 千円未満

Ｂ 620 点以上 700 点未満 10,000 千円以上 40,000 千円未満

Ｃ 620 点未満 20,000 千円未満

舗装 Ａ 620 点以上 10,000 千円以上

Ｂ 620 点未満 10,000 千円未満

建築 Ａ 710 点以上 40,000 千円以上

Ｂ 620 点以上 710 点未満 10,000 千円以上 70,000 千円未満

Ｃ 620 点未満 20,000 千円未満

電気 Ａ 650 点以上 8,000 千円以上

Ｂ 650 点未満 13,000 千円未満

　　　等級別発注基準

総合評点 発注工事金額の限度

 


